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大阪社保協通信  第 1179 号 2018.3.23 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：osakasha@ poppy.ocn.ne.jp    大阪社会保障推進協議会 
  http://www.osaka-syahokyo.com/index.html   TEL 06-6354-8662 Fax06-6357-0846 

 

大阪市の不当な要介護認定結果に対して不服審査請求、

「本件処分取り消し」裁決勝ち取る。 
昨年（2017 年）6 月 9 日に不服審査請求を行い、審査会の裁決は今年（2018 年）の 3 月 8 日。実

に 9 カ月に及ぶ審査請求であった。 

 問題となったのは、入院中の要介護認定の調査で、大阪市の調査員は、本人にまったく質問せず、たまた

ま廊下にいた看護師に適当に質問し、ケアマネジャー（私）の言葉も無視したずさん調査の結果、不当に低

く認定された大阪市の要介護認定処分である。 

 もともと脳出血後遺症で右半身麻痺があり、大腸がんの手術で入院中の調査であった。本人は 70 歳代後

半の独居男性。退院すれば毎日、複数回の訪問介護が必要な状態であった。 

 本人はこの不当な認定結果のために、退院後は在宅で 1 日 2 回の訪問介護した受けられず、長期にわた

り入浴さえできなかった。そのため、病状悪化し、再入院、再手術となった。ケアマネジャーとして怒り、

苦しんだ事件でもあった。 

 認定結果は「要介護２」。右上下肢麻痺もチェックされず、病院内を看護師に介助されながら歩行器で移

動しているのに、移動は「見守り」。前日まで絶食で中心静脈栄養であったのに「食事接収」は「自立」。と

いう基本調査であった。その一次判定を大阪市の認定審査会はそのまま認定した。しっかり、調査すれば私

たちのシミュレーションでは要介護３か要介護４に該当する。担当ケアマネジャーである私が代理人となっ

て不服審査請求。 

★経過 

2017 年 6 月 9 日  大阪府介護保険審査会に不服審査請求申立 

7 月 19 日  処分庁（大阪市）が「弁明書」提出 

8 月 4 日   「反論書」提出 

9 月 25 日  大阪市が再弁明書提出 

10 月 16 日  「再反論書」提出 

12 月 13 日  大阪府介護保険審査会の専門調査員による調査（本人及び当時の入院先病院） 

2018 年 1 月 26 日 口頭意見陳述 

2 月 1 日  大阪市が口頭意見陳述質問事項に対する「回答書」提出 

3 月 8 日  大阪府介護保険審査会が「裁決」 

★裁決書 

 主文 「本件処分はこれを取り消す。」 

 裁決の理由 「当審査会が行った専門調査結果では、第 1 群１（麻痺（右ｰ上肢）・（右－下肢））が「あ

る」、同群５（座位保持）が「自分で支えれば可」、第 2 群４（食事摂取）が「全介助」、その他過去 14

日間に受けた特別な医療について（点滴）が「ある」となり、処分庁が本件処分の基礎とした認定調査

か結果と相違する点が認められた。 専門調査結果に基づき、当審査会で一次判定を行ったところ、要
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介護認定等基準時間は、86.1 分で「要介護３」となり、本件処分に係る一次判定結果である「要介護２」

と相違することが認められた。 本件審査請求に係る一次判定の結果が、これを基礎とした二次判定や

本件処分の内容に影響を与えた可能性は否定できない。以上のことから、法第 183 条第 1 項に基づく本

件審査請求については、本件処分に瑕疵があると認め、行政不服審査法（平成 26 年法律第 68 号）第

46 条第 1 項の規定により主文のとおり採決する。」 

 

大阪市はこの事件を契機に、ズサンかつ横柄な認定調査の姿勢と、まともな審議も行わず不当な一次判定

結果をスルーした介護認定審査会の運営を改善すべきである。 

★参考 

2017 年 8 月 4 日付けの「反論書」 

 処分庁 大阪市長 吉村 洋文 から提出された弁明書（平成２９年７月１９日付大福祉第１２９３

号）について、次のとおり反論する。 

 

１ 調査が「適正」かどうかについて 

 弁明書において、「別室にて看護師・同席のケアマネージャーと３人で話をした」「動作確認を行わず聞

き取りによる調査へと変更を行った認定調査員の判断に誤りがあるとは言えず」「特記事項には、被保険

者本人及び介護者双方からの聞き取り内容の具体的な記載が見られる」「当該調査は適正に実施されたも

のと考える」と主張されている。当方は、動作確認を行わなかったことのみを不当だと主張しているわけ

ではない。具体的な状況を聞き取り確認することをしないまま、機械的に調査項目の選択をしていったこ

とを問題にしているのである。聞き取りの場所は「別室」ではなく、廊下であり、ナーステーションの前

でパソコン入力作業中の看護師に、横から声をかけ、立ち話でいくつかの調査項目を手短に聞いただけの

不十分な調査であった。作業の片手間で対応した看護師は聞かれたことしか答えず、調査員も日頃の具体

的状況をほとんど質問することなく調査項目の選択を行ったものである。 

以下、具体的な問題点を指摘する 

 

（１） 麻痺について 

 本人は、２００７年に発症した脳出血後遺症による右半身麻痺がある。このことは本人や看護師に聞き

取ればすぐにわかることであるが、調査員はこのことをまったく把握しないまま調査を終えたため、「1-1

麻痺等の有無」は「ない」が選択され、特記事項のどこにも右上下肢麻痺については記載されていない。

わずかに「拘縮もないと看護師が伝える」と記載されているのみである。認定調査員テキスト２００９改

訂版では、麻痺等の有無の調査項目を実際に行ってもらえなかった場合は、①その理由や状況②聞き取り

の内容③選択した根拠等の「具体的内容を特記事項に記載する」とあるが、本件調査では「1－1麻痺等

の有無」についてはその記載はまったくない。 

 調査員は当日、本人の下肢を見て著しく浮腫していたため驚き、「あーこれでは歩けませんね」と一人

合点し、「あとは看護師さんに聞きますから」と病室を出て、廊下にいた看護師に声をかけ、看護師の「歩

行器で歩けますよ」の一言で「えっ歩けるんですか」と驚いていた。特記事項の記載に「両下肢は浮腫し

ている為歩行器の使用で廊下もゆっくり移動」と記載しているのはその「印象」によるものであろう。し

かし、右下肢麻痺による歩行の不安定さや、右上肢麻痺による移乗等の動作の困難さについてはまったく

特記事項に記載がない。また、特記事項の 1－6～9 については、動作確認はおろか看護師への聞き取り

も不十分なまま作文されたものである。 
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※参考①（別添１） 

 本人は身体障害者手帳（右下肢機能著しい障害・４級、右上肢機能軽度障害・７級）の交付を受けてお

り、症状固定している。 

※参考②（別添２）、参考③（別添３）本件認定以外の基本調査（平成 28 年 8 月 16 日調査及び平成

29 年 7 月 13 日調査）では、適切に調査した結果、右上肢・右下肢とも麻痺有が選択されている。 

※処分庁から提出された証拠書類３主治医意見書にも右不全麻痺については明記されている。 

 

（２）食事摂取について 

「2‐3 えん下」「2－4食事摂取」について、特記事項で「昨日までは中心静脈栄養の装着であったが

今は口で出来ていると看護師が伝えた」と記載し「できる」「介助されていない」を選択している。「口で

出来ている」ことだけを聞いて、食事摂取の方法は確認していない。事実は、前日（５月１６日）から少

量（数口）のおかゆ摂取を始めたものの、腸の縫合不全により保存的加療のためその後再び絶食・中心静

脈栄養にもどり、６月８日にようやく食事が再開とり、６月２６日に退院となったものである。調査時点

で中心静脈栄養が「終了」していたかどうかの判断であるが、「６．特別な医療」では、「6‐2中心静脈

栄養」を「有」にし、特記事項では「昨日まで中心静脈栄養されていたがその後食事を口に入れている。

介護側より、食事がうまくいくと、中心静脈は取るが、不明な為今も右首に装着ができるようにしている

と話す」と根拠づけしている。中心静脈栄養が「継続」扱いであれば、「2－4 食事摂取」は「全介助」

を選択することになる（調査員テキスト２００９改訂版）。調査項目の選択において明らかに矛盾した特

記事項の記載をおこなっている。 

 

（３）聞き取った者の確認 

介護保険認定調査票の「介添者・同席者氏名欄」は、「調査にあたり主に聞き取った者の氏名を記載す

る。２人であれば２人の氏名を記載するようお願いしている」（大阪市認定事務センターの説明）とされ

ているが、本件認定調査票では、当方（ケアマネジャー）の氏名のみを署名させ、回答した看護師につい

ては確認も署名も求めていない。 

 

２ 調査結果の再確認について 

調査員の調査が終了した後、当日の本人の「移乗」「移動」にかかる実際の状況は、審査請求代理人と

ともに確認したヘルパーの「報告者」（別添４）のとおりである。 

調査員の特記事項の最後に「翌日同席事業所より電話入り、歩行器を使用しているが介護側は体にぴっ

たりくっつく状態でトイレまで介助したことを伝えて来て『一部介助』と言ってきたが看護師は見守ると

言う」と記載されている。あたかも当方の申立てを病院看護師に再確認したかのような記載となっている

が、弁明書にはそのような記載はない。調査時には、あまりにも安易に調査員が「介助なし」を選択して

いくので、当方が「見守りはしていませんか」と口を挟み、看護師が「ええ見守ってます」と答えたもの

で、「一部介助でなく見守り」と積極的に答えたわけでない。 

調査員テキスト２００９改訂版では「調査員は調査対象者や介護者に、認定調査の結果で不明な点や選

択に迷う点があれば再度確認する。それにより、調査内容の信頼性を確保するとともに、意思疎通がうま

くいかなかったための誤りを修正することができる」とある。本件はそのような再確認は一切行われず、

修正を拒否した不当なものである。 

 

（１）「移動」の項目の選択について 
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調査員テキスト２００９改訂版では、「2‐2 移動」について、「介護者が手を添える、体幹を支える、

段差で車椅子を押す等の『移動』の行為の一部に介助が行われている場合」を「一部介助」の選択基準と

している。調査日当日のトイレまでの移動はまさにこれに合致するものであった。なお、当日介助してい

た看護師は「いつもこんな感じです」と述べており、調査日より概ね過去１週間も同様の介助が行われて

いたものと考えられる。 

 

（２）「移乗」の項目の選択について 

調査員テキスト２００９改訂版では、移乗について、「介助はおこなわれていないが『見守り等』が行わ

れている場合」を「見守り等」の選択基準としている。当日のベッドから立ち上がり、歩行器につかまる

までの動作は、看護師の見守りの下で行われ、歩行器の位置や角度を看護師が移動させながら行われてい

た。ベッドから車椅子への移乗に置き換えてみれば「見守り等」が選択されるべきである。なお、特記事

項にある「ベッドの端から歩行器へと一人で立って歩く」の記載は、看護師にも当方にも確認していない

調査員の作文である。 

 

３ 一次判定の修正等について 

弁明書では、介護認定審査会で「修正すべき理由はない」と述べているが、つぎの点で不適切なもので

ある。 

①処分庁の証拠書類５の審査判定議事録には、「右半身不全麻痺」を主治医意見書が明記しながら、基本

調査及び特記事項で麻痺について一切触れていないという不整合について検討した形跡が全くない。 

②特記事項で調査員が「※印」をつけて記載した、「2‐2 移動」が一部介助に該当するとの当方の申立

てについては、審査会で検討すべき内容だが、審査判定議事録では検討の記録がない。 

③「6‐2 中心静脈栄養」が調査日時点で「終了」か「継続」かについて、特記事項で「特別な医療」と

しては事実上継続扱いにして「有」選択しているが「2‐4 食事摂取」では、終了扱いとし「介助されて

いない」を選択していることの矛盾についても検討した記録がない。 

以上から、「介護認定審査会の運営について（平成２１年９月３０日付老発 0930 第５号厚生労働省老

健局長通知）」で行われるべき「特記事項及び主治医意見書の記載内容から、基本調査項目の選択が適切

に行われたかの確認」「矛盾を認めた場合は、一次判定を修正する」等の検討がなされていないと言わざ

るをえない。 

 

４ 要介護認定等基準時間と一次判定結果について 

本件認定での誤った基本調査項目の選択によって算出された要介護認定等基準時間と一次判定は、処分

庁の証拠書類４「介護認定審査会資料」によれば、 

基準時間 ６８．２分  一次判定結果 要介護２  である。 

これを前述したとおり、基本調査項目の選択を、選択基準に則して一部変更された場合の一次判定は次

のようなパターンになる。 

 パターン１ 「2‐1移乗」を「見守り等」へ、「2－2 移動」を「一部介助」へ変更 

 基準時間 ７９．４分  一次判定結果  要介護３ 

 食事 排泄 移動 清潔保持 間接生活 ＢＰＳＤ関連 機能訓練 医療関連 

 6.8 分 16.1 分 14.2 分 8.0 分 4.5 分 6.4 分 10.5 分 12.9 分 

 パターン２ 「1‐1麻痺等の有無」の右上肢および右下肢を「有」に変更 

 基準時間 ７３．２分  一次判定結果  要介護３ 
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 食事 排泄 移動 清潔保持 間接生活 ＢＰＳＤ関連 機能訓練 医療関連 

 3.4 分 16.1 分 8.2分 16.4 分 5.1 分 6.4分 7.1 分 10.5 分 

パターン３ 「2‐4 食事摂取」を「全介助」に変更 

基準時間 ８０．７分  一次判定結果  要介護３ 

食事 排泄 移動 清潔保持 間接生活 ＢＰＳＤ関連 機能訓練 医療関連 

15.4 分 11.6 分 7.6分 13.6 分 5.1 分 6.4分 10.5 分 10.5 分 

パターン４  パターン１，２，３の項目をすべて変更 

基準時間 ９２．２分  一次判定結果  要介護４ 

食事 排泄 移動 清潔保持 間接生活 ＢＰＳＤ関連 機能訓練 医療関連 

15.4 分 11.6 分 20.5分 13.6 分 7.8 分 6.4分 4.0 分 12.9 分 

 

５ 結論 

本件要介護認定処分は、①「調査方法」において、認定調査員テキスト２００９改訂版に則した適切な

聞き取り及び特記事項記載がなされていない ②調査結果の再確認についても適切に行われず修正もな

されなかった ③基本調査項目の選択の一部が認定調査員テキスト２００９改訂版に則した選択基準に

基づいていない ④介護認定審査会においては、基本調査及び特記事項並びに主治医意見書の記述の整合

性等について十分検討されないまま一次判定を「修正する理由はない」と判断され「要介護２」の認定が

行われたものである。 

本人は 2017 年 6 月 8 日に区分変更申請を行い、2017 年 7 月 27 日に「要介護３」と認定された

が、６月２６日に退院して在宅独居生活を開始し、もっとも手厚い介護が必要な期間は、区分変更認定の

結果が出ておらず「要介護２相当」の区分支給限度額内の暫定ケアプランでのサービス利用とならざるを

得なかった。その結果、福祉用具貸与と 1 日 2 回の訪問介護のみの利用で、長期間入浴もできず、訪問

看護もリハビリテーションも利用できない生活となった。 

病状が悪化し、7 月 20日に救急搬送され 10 日間の入院となるなど不利益を被った。本件認定は不当な

ものであり、取消しの裁決を改めて求める。 

(日下部雅喜・大阪社保協介護保険対策委員長・ケアマネジャー) 

 

☆★☆★☆★☆★☆★☆ 当面の機関会議・取り組み予定★☆★☆★☆★★☆★☆★ 

3 月 24 日(土) シンママ大阪応援団一般社団法人設立総会・パネルディスカッション (14：00-ドーンセンター) 

4 月 2 日(月)滞納処分対策会議(19：00- 彩法律事務所) 

4 月 5 日(木)第一回事務局会議(14：00- 大阪社保協事務所) 

4 月 6 日(金)泉州ブロック会議(14：00- 岸和田市福祉総合センター) 

4 月 7 日(土)大東介護保険問題現地対策会議(17 時～ ) 

4 月 11 日(水)河南ブロック会議(14：00-松原民商) 

4 月 12 日(木)北摂豊能ブロック会議(14：00- 吹田市さんくすほうる) 

         岸和田社保協国保学習会(18：30- 岸和田市福祉総合センター) 

4 月 13 日(金)大阪府民生活実態調査推進会議(19：00- 大阪民医連) 

4 月 16-18 日全国地方議員社会保障研修会(大阪府保険医協会MD ホール) 

4 月 19 日(木)第一回常任幹事会(18：00- 国労会館) 

4 月 25 日(水)社保協近畿ブロック事務局会議(15：00-大阪社保協事務所) 


